
北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月９日（金曜日）

規 則

〇北海道税条例施行規則及び北海道核燃料税条例施行規則の一部を改正する規則
（税務課）………………………………………………………………………………………

規 則

北海道税条例施行規則及び北海道核燃料税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公
布する。
平成 年３月９日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道税条例施行規則及び北海道核燃料税条例施行規則の一部を改正する規則
（北海道税条例施行規則の一部改正）

第１条 北海道税条例施行規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正する。
別記第 号様式その２（表）末尾欄外摘要の事項及び同様式その５（表）末尾欄外摘要
の事項中「別記第 号様式の３その２の２連及び４連」を「別記第 号様式の３その２の
１連及び３連」に改め、同様式その７（表）中

め、同様式その７（表）末尾欄外摘要の事項を次のように改める。
摘要 １ この様式は、別記第 号様式の３その２の１連及び３連と併せて用いること。

２ 不要文字は、消して使用すること。
別記第 号様式その７（裏）中「道内郵便局」を
「道内郵便局
北海道税の収納を取り扱うコンビニエンスストア」

に改め、同様式その （表）末尾欄

外摘要の事項中「別記第 号様式の３その２の２連及び４連」を「別記第 号様式の３そ
の２の１連及び３連」に改める。
別記第 号様式の２その１（表）末尾欄外摘要の事項中「別記第 号様式の３その２の
２連及び４連」を「別記第 号様式の３その２の１連及び３連」に、「同様式その２の３
連及び５連」を「同様式その２の２連及び４連」に改め、同様式その３（表）末尾欄外摘
要の事項中「別記第 号様式の３その２の２連及び４連」を「別記第 号様式の３その２
の１連及び３連」に改める。
別記第 号様式の３その２（１連）を次のように改める。
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「
税額（税率） 円 左記の金額を領収しました。

「
税額（税率） 円

延 滞 金 額

合 計 額

左記の金額を領収しました。

領収印

収入印紙不要

上記のとおり告知しますので、納期限までに納めてください。 」

に改

延 滞 金 額

合 計 額
領収印

上記のとおり告知しますので、納期限までに納めてください。 」

を

（１連）

道税
都道府県コード この用紙は、直接電子計算機に読み込ませますので

汚したり、折り曲げたりしないでください。
年度 （税 目）

領収済通知書 ○公

住所（所在地）
氏名（名 称） 様

税 目 支 庁 徴収原簿番号 年度・期別 通番 期割 種別 義務者 本 税 １
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別記第 号様式の３その２（４連）を削り、同様式その２（３連）を同様式その２（４
連）とし、同様式その２（２連）中「（受付局・第一次収納金融機関保存）」を「（受付
局・第一次収納金融機関保存／コンビニ店舗控）」に改め、同連の末尾欄外に摘要の事項
として次のように加える。
摘要 不要文字は、消して使用すること。

別記第 号様式の３その２（２連）を同様式その２（３連）とし、同様式その２（１
連）の次に同様式その２（２連）として次のように加える。

本 税 ２ 延 滞 金 区 過少・不申告加算金 重 加 算 金

様 支庁 徴収原簿番号（登録番号）

領

収

済

通

知

書

期 別

税 額 円 加入者名 郵便振替口座

延 滞 金 額

加
算
金
額

（過 少
不 申 告） 取扱庁

重 取りまとめ郵便局

合 計 額 取りまとめ金融機関

納 期 限 年 月 日

上記のとおり領収したので通知します。 北海道会計管理者（支庁出納員） 様

領収印

収納代行会社
（注意）金額を訂正した場合、コンビニエンスストアでは納税できません。 （所属指定金融機関 加入者／コンビニ本部控）

摘要 １ この様式は、納付に使用する場合は１連、３連及び５連を、納入に使用する場合は２連、４連及び５連をそれぞれ併せて用い
ること。
２ 不要文字は、消して使用すること。
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（２連）

道税
都道府県コード この用紙は、直接電子計算機に読み込ませますので

汚したり、折り曲げたりしないでください。
年度 （税 目）

納入済通知書 ○公

住所（所在地）
氏名（名 称） 様

税 目 支 庁 徴収原簿番号 年度・期別 通番 期割 種別 義務者 本 税 １

本 税 ２ 延 滞 金 区 過少・不申告加算金 重 加 算 金

様 支庁 徴収原簿番号（登録番号）

納

入

済

通

知

書

期 別

税 額 円 加入者名 郵便振替口座

延 滞 金 額

加
算
金
額

（過 少
不 申 告） 取扱庁

重 取りまとめ郵便局

合 計 額 取りまとめ金融機関

納 期 限 年 月 日

上記のとおり領収したので通知します。 北海道会計管理者（支庁出納員） 様

領収印

（所属指定金融機関 加入者）
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別記第 号様式の３その２（５連）を次のように改める。

（５連）
（表）

注 意
１ 納期限後に納めるときは、税額（その
額に 円未満の端数があるとき、又
はその全額が 円未満であるときは、
その端数金額又はその全額を切り捨てま
す。）に、その納期限の翌日から納付
（納入）の日までの期間の日数に応じ、
年 パーセント（当該納期限の翌日か
ら１月を経過する日までの期間について
は、年 パーセント（当該期間のうち
平成 年１月１日以後の期間については、
当該期間の属する各年の前年の 月 日
を経過する時における公定歩合に年４
パーセントの割合を加算した割合が年
パーセントの割合に満たない場合は、

当該公定歩合に年４パーセントの割合を
加算した割合（その割合に パーセン
ト未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てます。）））の割合を乗じて計
算した金額に相当する延滞金額を加算し
て納めてください。この場合における年
当たりの割合は、閏

じゅん

年の日を含む期間
についても、 日当たりの割合です。
２ 延滞金の確定金額に 円未満の端数
があるとき、又はその全額が 円未
満であるときは、その端数金額又はその
全額を切り捨てます。
◎裏面も必ずお読みください。

道税
都道府県コード

領収証書 ○公

年度 （税 目）

期別

住所（所在地）及び氏名（名称）

〒

様

加入者名

郵便振替口座

支庁 徴収原簿番号 納期限 年 月 日

税 額 円

延 滞 金 額

加算
金額

（不申告・過少）

重

合 計 額

左記の金額を領収しました。

領収印

延滞金額は 年 月 日までの計算です。

（納税者保存）
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別記第 号様式の３その４（表）末尾欄外摘要の事項及び同様式その７（表）末尾欄外
摘要の事項中「その２の２連及び４連」を「その２の１連及び３連」に改める。
別記第 号様式の２（表）中

（裏）

納付（納入）場所
北海道指定（収納代理）金融機関
北海道収入取扱員
道内郵便局
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「 利
子
割
額
に
関
す
る
計
算

区 分 更 正 額 （円） 既に確定した額（円）
加

算

金

額

区

利子割額（控除されるべき額）
過 少 申 告 加

控 除 し た 金 額

控除しきれなかった金額 不 申 告 加 算

既に還付を請求した利子割額 重 加 算
既還付請求利子割額が過大で
ある場合の納付額 計

納期限

年 月 日

納付すべき金額 円

＋ ＋ ＋

納付場所 北海道指定（収

分 対 税 額 （円） 率（％） 金 額 （円）

算 金

金

金

納代理）金融機関・北海道収入取扱員・道内郵便局

」

を

「 利
子
割
額
に
関
す
る
計
算

区 分 更 正 額 （円） 既に確定した額（円）

加

算

金

額

区

利子割額（控除されるべき額）
過 少 申 告 加

控 除 し た 金 額

控除しきれなかった金額
不 申 告 加 算

既に還付を請求した利子割額
既還付請求利子割額が過大で
ある場合の納付額 重 加 算

計
納期限

年 月 日

納付すべき金額 円

＋ ＋ ＋
納付場所 北海道指定（収

分 対 税 額 （円） 率（％） 金 額 （円）

算 金

金

金

納代理）金融機関・北海道収入取扱員・道内郵便局

」

に改める。

別記第 号様式の３その２（表）中

「

を

円
１００

１００

」
１００

「

」

に改める。

円
１００

１００

１００

１００

１００

１００

別記第 号様式の５その１中

「 資
本
金
等
の
額

資本金又は
出資金の額 円

資本積立金額 円

合 計 額 円
」

を

「
資本金の額又は
出 資 金 の 額

円

資本金等の額 円

」

に改める。

別記第 号様式の２の２中

「

」

を

「

」

に

円 円 円 円



北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月９日（金曜日）

改める。

別記第 号様式の４中

「

」

を

「

」

に改める。

円 円 円

１００

円 円 円

別記第 号様式の２の５その１中

「

」

を

円 円

「
円 円

」

に改め、同様式その２中

「

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

円 円 円
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」

を

「
円

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

円 円

」

に改める。

円 円

「

加算金

区 分 算定の基礎税額 率

過少申告加算金
円 分の

分の

不申告加算金 分の

重 加 算 金 分の

別記第 号様式（表）中

」

を

「

加算金

区 分 算定の基礎税額
金 額

過少申告加算金円

不申告加算金

重 加 算 金



北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月９日（金曜日）

の４第１項第５号……元売業者及び特約業者以外の者が軽油の製造又は輸入をして、自ら消費した場合又は他の者に譲

渡した場合における当該軽油の数量」を
「法第 条の４第１項第５号……元売業者及び特約業者以外の者が軽油の製

法第 条の４第１項第６号……元売業者及び特約業者以外の者が軽油の輸

造をして、自ら消費した場合又は他の者に譲渡した場合における当該軽油の数量

入をした場合における当該軽油の数量 」
に改め、同様式その２中

」

に改める。

率 金 額

円 分の 円

分の

分の

分の

分の

別記第 号様式の４その１（表）中

「

」

を

不 申 告 加 算 金
算 定 の 基 礎 税 額 率 金 額

円 円

「

」

に改め、同様式その１（裏）中「法第 条

不 申 告 加 算 金
算 定 の 基 礎 税 額 率 金 額

円 円

「

」

を

「

」

不 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金
算 定 の 基 礎 税 額 率 金 額 算 定 の 基 礎 税 額 率 金 額

円 円 円 円

に改め、同様式その３中
「

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

円 円 円
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（北海道核燃料税条例施行規則の一部改正）
第２条 北海道核燃料税条例施行規則（平成 年北海道規則第 号）の一部を次のように改
正する。
別記第４号様式（表）中」

を

「
円

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

月分 ・ ・ ・ ・

円 円

」

に改める。

円 円

「

」
を不 申 告 加 算 金

「

」

に不 申 告 加 算 金

改める。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中北海道税条例施行規則別記第
号様式から別記第 号様式の３までの改正規定は、平成 年４月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定（北海道税条例施行規則別
記第 号様式から別記第 号様式の３までの規定を除く。）に基づいて作成されている用
紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、
必要な調整をして使用することを妨げない。
３ 附則第１項ただし書に規定する改正規定の施行の際現にこの規則による改正前の北海道
税条例施行規則別記第 号様式から別記第 号様式の３までの規定に基づいて作成されて
いる用紙がある場合においては、この規則による改正後の北海道税条例施行規則別記第
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号様式から別記第 号様式の３までの規定にかかわらず、当分の間、使用することを妨げ
ない。
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毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社


